
電子許可・承認・確認に係る貨物の税関への輸出入申告時等に通関データ

ベースシステムの停止があった場合の取扱いについて

平成15･08･18貿局第2号･輸出注意事項15第36号･輸入注意事項15第39号

平 成 1 5 年 8 月 2 7 日 ・ 貿 易 経 済 協 力 局

最終改正 20120814貿局第1号･輸出注意事項24第55号･輸入注意事項24第29号

平 成 2 4 年 8 月 2 8 日 ・ 経 済 産 業 省 貿 易 経 済 協 力 局

輸出貿易管理規則（昭和２４年通商産業省令第６４号）第１条の２及び輸入貿易管理規

則（昭和２４年通商産業省令第７７号）第２条の２に規定する電子情報処理組織を使用し

た申請に対する輸出許可、輸出承認、輸入承認及び事前確認（以下「許可・承認・確認の

処分」という ）であって当該許可・承認・確認の処分を書面により交付していないもの。

（以下「電子許可・承認・確認」という ）に係る貨物について税関への輸出入申告に当。

たっての記録すべき情報（以下「裏書情報 」という ）の記録等に際し、通関データベー。

スシステムの停止があった場合の取扱いについて、下記のとおり定め、平成１５年８月２

７日から実施する。

記

１．定義

(1) この通達において「専用電子計算機 「申告者 「通関データベースシステム」」、 」、

及び「許可・承認・確認情報」とは 「電子許可・承認・確認に係る貨物の税関 への、

輸出入申告に当たっての裏書情報の記録等について （平成１４年１１月５日付け、」

平成１４・１０・２８貿局第４号、輸出注意事項１４第４４号、輸入注意事項１４第

４５号（以下「電子裏書通達」という ）１ 「定義」に規定するものをいう。。 ．

「 」 、 ．(2) この通達において 申告者の自らの使用に係る入出力装置 とは 電子裏書通達３

に規定するものをいう。

(3) この通達において「通関データベースシステムの停止」とは、通関データベースシ

ステムがシステムの障害により通常の運用を行わない状態（以下「システム臨時停止

状態」という ）をいう。。

２．システム臨時停止状態の確認

申告者は、税関への輸出入申告に当たって、通関データベースシステムの障害の理由

により裏書登録等の作業が出来ないことが発生した場合は、システム臨時停止状態であ

るか否かの確認を、申告者の自らの使用に係る入出力装置から輸出入・港湾関連情報処

理センター株式会社が運用するホームページの府省共通ポータルの運転状況表示掲示板

に表示される運転状況により行うものとする。

３． システム臨時停止状態の際の手続

(1) 申告者は、上記２．によりシステム臨時停止状態であることを確認した上で、輸

、 ．出又は輸入しようとする電子許可・承認・確認に係る貨物について 電子裏書通達５

(2)又は(3)の裏書情報の記録又は修正等の記録等ができない場合は、４．(1)及び(2)

に規定する書類を税関に提出することにより代えることとする。

なお、一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可（平成１７年５月３

１日までに許可された第１種一般包括輸出許可及び第２種一般包括輸出許可並び平成



１７年５月３１日までに申請され、平成１７年６月１日以降に許可された第１種一般

包括輸出許可及び第２種一般包括輸出許可を含む 、特別一般包括輸出・役務（使。）

用に係るプログラム）取引許可及び特定包括輸出許可に係る貨物の場合については、

４．(2)に規定する書類の提出は要さないこととする。

(2) 税関は、申告者の申し出によりシステム臨時停止状態の際の輸出入申告であること

を確認した上で、輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号。以下「輸出令」とい

。） （ 。 「 」う 第５条第１項又は輸入貿易管理令 昭和２４年政令第４１４号 以下 輸入令

という ）第１５条第１項の規定による確認を(1)の規定により申告者から提出された。

書類により行うこととする。

(3) 税関は、(2)により輸出令第５条第１項又は輸入令第１５条第１項の確認をした場

合は、(2)の書類に当該確認を行った税関官署及び日付を押印し、(1)の書類に貼り付

け割り印を行って申告者に返還し、当該書類を速やかに経済産業省貿易経済協力局貿

易管理部貿易管理課（以下「貿易管理課」という ） に提出するよう、申告者に指示。

をするものとする。

(4) 申告者は、当該書類を速やかに貿易管理課に提出することとする。

(5) 申告者は、当該手続を行った輸出入申告のうち、システム臨時停止状態以前に既に

裏書情報の記録等を行った後にシステム臨時停止状態になった輸出入申告について

、 。は システム運転再開後に貿易管理課からデ－タ復旧操作の指示を受けるものとする

４ 税関の確認のために申告者が提出する書類等

(1) 電子裏書通達５（２）①によりシステム臨時停止状態になる前に専用電子計算機に

備えられたファイルからダウンロードして申告者の自らの使用に係る入出力装置等へ

取り出した許可・承認・確認情報であって、当該電子許可・承認・確認情報を書面に

印刷したもの（参考別紙１から参考別紙９までに掲げるもの）

(2) 輸出又は輸入しようとする貨物の内容を記載した別添の書面。



別添

電子情報処理組織が運用を臨時に停止している間に行う通関の記録

輸出許可（輸出承認・輸入承認・確認）番号：

税関申告番号 *1 *2 送状金額 通関数量 *2 *3 通 関 年 月 日
商品 商 品 名 送状数量 ［単位］ (船積数量) 通関金額 積出港 備 考

申 告 年 月 日 番号 ［単位］ 建 値 ［単位］ ［単位］ 税関記名押印

注 (1) ＊１：輸出許可又は輸出承認に係る貨物の場合、輸出許可又は輸出承認の商品が記載されている欄の番号を記載すること。輸入承認又は事前確認
に係る貨物の場合は記載不要。

(2) ＊２：輸出許可又は輸出承認に係る貨物の場合は記載不要。
(3) ＊３：輸入承認又は事前確認に係る貨物の場合は記載不要。















































  

参考別紙７  

別紙様式第１  
 

根拠法規  
 

輸出貿易管理規則第２条の２  
 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条  
 

主務官庁  
 

 
経 済 産 業 省              

 
 
 

特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可証  
 
 
 

輸出許可番号                
                             有効となる日  

有 効 期 限                      
 
   
 
 
 
 

 
 条 件  
 
 
 
 
 

 
 

経済産業大臣の記名押印                         
日付                              
資格                              

記名押印                              
 

 
 
 
  申 請 者                               申請年月日  
      名称                           役職名  
      住所                            氏名  
 
    郵便番号                           電話番号  
 
 
 
 
 
 特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可の範囲  
包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅡの４の（１）に掲げるもの  
 
 
 
 
 
許可条件  
包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅡの６の（１）に掲げる条件に従うこと。  
 

 



  

参考別紙７の２  
 
 

 
 
 
 

 
一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可証  

 
 

輸出許可番号  
                             有効となる日  

有 効 期 限                      
 
 
   
 
 
 
 

 
 条 件  
 
 
 
 

 
 

経済産業大臣の記名押印                         
日付                              
資格                              

記名押印                              
 

 
 
  申 請 者                               申請年月日  
      名称                           役職名  
      住所                            氏名  
 
    郵便番号                           電話番号  
 
 
 一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可の範囲  
包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅠの４の（１）に掲げるもの  
 
 
 
 
 

 
 
 許可条件  
包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅠの６の（１）に掲げる条件に従うこと。  
 

 
 

 
根拠法規  

 

輸出貿易管理規則第２条の２  
 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条  
 
主務官庁  

 

 
経 済 産 業 省              

 



  

参考別紙８  
 
別紙様式第５  

 
根拠法規  

 
輸出貿易管理規則第２条の２  

 
 

主務官庁  
 

 
経 済 産 業 省              

 
 
 

特 定 包 括 輸 出 許 可 証  
 
 

輸出許可番号  
有効となる日                
有 効 期 限                      

 
   
 
 
 
 
 条 件  
 
 

 
経済産業大臣の記名押印                                     資格  
 日付                                                   記名押印  
 

 
 
１．申請者                          申請年月日  
    名称                           役職名  
    住所                            氏名  
 
  郵便番号                           電話番号  
 
２．取引の内容  
 (1) 買主／取引の相手方  
   住所  
 
 (2) 荷受人  
   住所  
 
 (3) 需要者／利用する者  
   （取引に係る技術の提供を受けて利用する者）  
   住所  
 
 (4) 仕向地／               経由地               経由地  
   提供地                経由地               経由地  
                                            経由地 その他  
 

 (5) 特定包括輸出許可・特定包括役務取引許可に係る内容  
   該当項番   表番号        
          貨物番号  
          省令番号  
   役務取引の内容  
 
 

許可条件  
包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの６の（１）に掲げる条件に従うこと。  
 

 



  

参考別紙８の２  
 
別紙様式第５の２  

 
根拠法規  

輸出貿易管理規則第２条の２  
 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条  
 

主務官庁  
 

 
経 済 産 業 省              

 
 
 

特 定 包 括 輸 出 ・ 役 務 取 引 許 可 証  
 
 

輸出許可番号                
                             有効となる日  

有 効 期 限                      
 
   
 
 
 
 
 条 件  
 
 
 

 
経済産業大臣の記名押印                                     資格  
 日付                                                   記名押印  
 

 
 
１．申請者                          申請年月日  
    名称                           役職名  
    住所                            氏名  
 
  郵便番号                           電話番号  
 
２．取引の内容  
 (1) 買主／取引の相手方  
   住所  
 
 (2) 荷受人  
   住所  
 
 (3) 需要者／利用する者  
   （取引に係る技術の提供を受けて利用する者）  
   住所  
 
 (4) 仕向地／               経由地               経由地  
   提供地                経由地               経由地  
                                            経由地 その他  
 

 (5) 特定包括輸出許可・特定包括役務取引許可に係る内容  
   該当項番   表番号        
          貨物番号  
          省令番号  
   役務取引の内容  
 

許可条件  
包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの６の（１）に掲げる条件に従うこと。  
包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの６の（２）に掲げる条件に従うこと。  
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